
公 益 法 人
の 区 分

国所管、都
道 府 県 所
管 の 区 分

応札・ 応募
者 数 （ 者 ）

雇用保険電子申請事務センター及び大和町
倉庫の移転に係る改修工事

支出負担行為担当官
岡山労働局総務部長　榎本　俊一
岡山市北区下石井1-4-1
岡山第2合同庁舎

令和7年10月8日

株式会社馬場工務店
岡山県岡山市南区浜野2-5-
45

9260001022050 一般競争入札 26,301,000 25,630,000 97.4% － － －

一 般 競 争 入 札 ・ 指
名 競 争 入 札 の 別
（ 総 合 評 価 の 実 施 ）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率

公益法人の場合

備　考

公 共 調 達 の 適 正 化 に つ い て （ 平 成 18 年 8 月 25 日 付 財 計 第 2017 号 ） に 基 づ く 競 争 入 札 に 係 る 情 報 の 公 表 ［ 公 共 工 事 ］
及 び 公 益 法 人 に 対 す る 支 出 の 公 表 ・ 点 検 の 方 針 に つ い て （ 平 成 24 年 6 月 1 日 行 政 改 革 実 行 本 部 決 定 ） に 基 づ く 情 報 の 公 開

公共工事の名称、場所、期間及び種別

契 約 担 当 官 等 の
氏 名 並 び に そ の
所 属 す る 部 局 の
名 称 及 び 所 在 地

契約を締結した日
契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法人番号

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。
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公 益
法 人
の 区 分

国 所 管 、
都 道 府 県
所 管 の 区

分

応 札 ・
応 募 者
数 （ 者 ）

随意契約によることと
し た 会 計 法 令の 根拠
条 文 及 び 理 由
（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率

再 就 職
の 役 員
の 数
（ 人 ）

公益法人の場合

備　考

公 共 調 達 の 適 正 化 に つ い て （ 平 成 18 年 8 月 25 日 付 財 計 第 2017 号 ） に 基 づ く 随 意 契 約 に 係 る 情 報 の 公 表 ［ 公 共 工 事 ］
及 び 公 益 法 人 に 対 す る 支 出 の 公 表 ・ 点 検 の 方 針 に つ い て （ 平 成 24 年 6 月 1 日 行 政 改 革 実 行 本 部 決 定 ） に 基 づ く 情 報 の 公 開

公共工事の名称、場所、期間及び種別

契 約 担 当 官 等 の
氏 名 並 び に そ の
所 属 す る 部 局 の
名 称 及 び 所 在 地

契約を締結した日
契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法人番号

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公開範囲外

公 益 法 人
の 区 分

国所管、都
道 府 県 所
管 の 区 分

応札・応募
者 数 （ 者 ）

法人番号契約を締結した日

契 約 担 当 官 等 の
氏 名 並 び に そ の
所 属 す る 部 局 の
名 称 及 び 所 在 地

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量

公 共 調 達 の 適 正 化 に つ い て （ 平 成 18 年 8 月 25 日 付 財 計 第 2017 号 ） に 基 づ く 競 争 入 札 に 係 る 情 報 の 公 表 ［ 物 品 ・ 役 務 等 ］
及 び 公 益 法 人 に 対 す る 支 出 の 公 表 ・ 点 検 の 方 針 に つ い て （ 平 成 24 年 6 月 1 日 行 政 改 革 実 行 本 部 決 定 ） に 基 づ く 情 報 の 公 開

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

一般競争入札・指名競
争 入 札 の 別
（ 総 合 評 価 の 実 施 ）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率

公益法人の場合

備　考

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。
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応 募 者
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公益法人の場合

備　考法人番号

公 共 調 達 の 適 正 化 に つ い て （ 平 成 18 年 8 月 25 日 付 財 計 第 2017 号 ） に 基 づ く 随 意 契 約 に 係 る 情 報 の 公 表 ［ 物 品 役 務 等 ］
及 び 公 益 法 人 に 対 す る 支 出 の 公 表 ・ 点 検 の 方 針 に つ い て （ 平 成 24 年 6 月 1 日 行 政 改 革 実 行 本 部 決 定 ） に 基 づ く 情 報 の 公 開

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量

契 約 担 当 官 等 の
氏 名 並 び に そ の
所 属 す る 部 局 の
名 称 及 び 所 在 地

契約を締結した日
契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

随意契約によることと
し た 会 計 法 令の 根拠
条 文 及 び 理 由
（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率

再 就 職
の 役 員
の 数
（ 人 ）

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。
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